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近年の航空ネットワークは，ハブアンドネットワーク構造が支配的となっている．航空輸送技術には，発地と
着地の空港施設の両方が存在しなければならない．したがって，ハブアンドスポーク型ネットワークでは，ネッ
トワークを構成する空港は，互いに補完関係にある．一方，空港の民営化といった空港所有の問題に関する議
論が活発化している．空港機能の補完性を前提にすれば，空港所有の問題は，単独の空港だけではなく，複数
の空港を同時に考慮すべきである．また，空港の所有形態はトリップから生じる余剰配分を規定する．したがっ
て，空港所有形態の問題は，観光業の魅力向上のように，潜在的航空需要を向上させる投資へのインセンティブ
にも影響する．本研究では，ハブアンドスポーク型ネットワークを構成する空港の補完関係を明示的に考慮し
た空港の所有権配分と経済的効率性について分析する．
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1. はじめに

わが国では，空港整備特別会計の下，収益プール制

が採用されてきた1)．収益ブール制の下では，羽田や伊

丹といった拠点空港から得られるキャッシュフローを地

方空港への整備費用に充当し，シビルミニマムの観点

からも地方部の空港も含めて，2011年 2月現在で 98空
港が供用されている．わが国の空港は，新たな整備か

ら運営の段階へと移行してきており，コンセッション方

式のように従来にはない新たな空港の運営方式を模索

する動きが活発化している．また，空港整備が進展し，

就航都市が増加するとともに，航空ネットワークも充

実化も進んできた．わが国の航空輸送を取り巻く環境

は，高度経済成長期と比較しても大きな変化を遂げて

いる．特に，すべての県に空港が整備され，航空機に

よるアクセスが便利な地域が相当充実してきた．今後

は，航空ネットワークの拡充から，拡充された航空ネッ

トワークを，一層効果的に活用するための方策が求め

られる．そのためには，航空輸送が都市部だけではな

く，地方都市の経済的発展にも寄与することが不可欠

である．

一方，輸送密度の経済性が働く航空輸送業では，航

空会社の利潤最大化行動を通じて，ハブ・アンド・ス

ポーク（hub and spoke）型（以下，HS型）の航空ネッ
トワークが形成される．わが国の国内線の航空ネット

ワークにおいても，国内拠点空港である羽田，伊丹，新

千歳，福岡，那覇は，当該地域をカバーするハブ空港と

しての機能している．また，地方レベルでも，新千歳

空港は北海道における航空ネットワークのハブ空港と

して機能している．HS型の航空ネットワークでは，ハ
ブ空港と呼ばれる大規模空港へ旅客を集約する．した

がって，スポーク空港が最寄り空港となる地域への旅

行の際には，旅行者は必ずハブ空港を経由しなければ

ならない．ハブ空港には航空路線が集中する一方，ス

ポーク空港はハブ空港との間の路線のみが運航される

ため，ハブ空港とそれ以外の空港では，収益性に格差

が生じる．そのため，一般的にはハブ空港単独では黒

字になる一方，スポーク空港では，赤字となるケース

が少なくない．このように，HS型の航空ネットワーク
では，乗り継ぎにより可能となる ODの組み合わせが
増加する一方，ハブ空港とスポーク空港の間で財務ポ

テンシャルの格差が生じる．

しかし，ハブ空港を利用する旅客は，ハブ空港を有

する都市への旅行者だけではなく，航空機を乗り継ぎ，

その他の都市へ向かう旅客も含まれている．航空旅客需

要は，その他の交通旅客需要と同じく派生需要である．

すなわち，ハブ空港を利用する旅客は，ハブ空港が提

供するサービスの消費を目的としているわけではない．

ハブ空港で航空機を乗り継いで，その他の都市に向か

う旅客は，その土地で提供される財やサービスの消費

を本来の目的として旅行する．したがって，ハブ空港の

旅客需要は，スポーク空港を有する地域で提供される
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財やサービスへの需要から副次的に派生したものであ

る．このとき，スポーク空港を有する地域で提供され

る財やサービスに対する需要が高まれば，ハブ空港の

旅客需要も増加することになる．一般的に，交通需要

が派生需要である事実や，航空ネットワークがHS型で
あるという事実により，航空輸送を介在する市場には，

外部経済性が存在する．航空旅客輸送の効果を決定づ

ける経済学的要因として，空港の着陸料や旅客使用料

といった空港課金政策の影響は小さくない．空港運営

権の所有問題は，空港課金政策を決定づける．したがっ

て，空港運営権は，上述した外部経済性を可能な限り

内部化できるような形で配分することが望ましい．

以上の問題意識に基づき，本研究では，HS型航空ネッ
トワークに含まれる複数空港を対象とした望ましい所

有権配分構造を明らかにする．以下，2.では，本研究
の基本的考え方を示す．3.では，HS型航空ネットワー
クにおいて生じる外部性の構造を明示的に表現するた

めの基本モデルを定式化する．その上で，考え得るい

くつかの所有レジームを対象として，各レジームの下

での経済的効率性を比較する．4.では，本研究の結論
をとりまとめる．

2. 本研究の基本的考え方

(1) 既存の研究概要

望ましい空港運営方式に関する研究は，近年の民営

化や PPP（Public Priavate Partnership）といった，新た
な官民の役割分担を目指した試みが世界的に進む中で

膨大に蓄積されてきた．民営化や PPPでは，民間企業
の利益追求の結果，その運営上の効率性が向上すると

期待されている．実際，世界の多くの主要空港で民営

化が試みられており，その望ましい効果を支持するよ

うな実証研究も存在している．しかし，民営化や PPP
を念頭においた多くの研究が，1つの空港のみを対象と
して，空港サービスのオペレーションの効率性に着目

した議論が行われている．しかし，後述するように，空

港は 1つだけ存在していても価値をもたらさない．空
港施設は，航空ネットワークの一つの構成要素に過ぎ

ない．一般的に，ネットワークの構成要素の機能の間に

は，ネットワークを通じた相互作用に伴うネットワー

ク外部性2),3)が働く．

空港施設の機能をネットワークや都市レベルの視点

から分析するために，複数空港の対象とした空港課金

方式や所有運営方式に関する研究も存在している．複

数空港を対象とした望ましい運営方式に関する研究は，

複数空港の機能の代替性に着目した研究と補完性に着

目した研究の 2つに大別できる．複数空港の機能の代
替性に着目した主な対象事例は，複数の空港を有する

都市あるいは圏域における空港の機能分担に関する研

究4)がある．1つの圏域に空港が複数ある存在する場合
には，いずれの空港も，その圏域への航空機でのアク

セスを可能にするという意味で，その機能は代替的で

ある．このような，複数空港の間で代替性が存在する

もとで，望ましい複数空港の間のスロット配分や機能

分担に関する分析が行われている．

複数空港の機能の補完性に着目した主な対象事例は，

HS型航空ネットワークにおける課金政策に関する研究
がある．HS型航空ネットワークの下では，スポーク空
港の Oum等5)は，ハブ空港への旅客需要とスポーク空

港の旅客需要に存在する補完関係を明示的に考慮した

最適空港課金について分析している．そこでは，1つの
空港を単独で民営化するやり方では，厚生損失が発生

する可能性について理論的に指摘している．本研究に

おいても，HS型航空ネットワークにおけるハブ空港と
スポーク空港の補完性に着目している点で，Oum等の
研究を踏襲している．しかし，Oum等の研究では，空
港の混雑費用を考慮しており，空港のスロットの効率

的配分に着目しており，空港サービスの供給サイドの

効率性を議論している．一方，本研究では，空港施設

は，家計が旅行を行い，その土地の財やサービスの消

費を可能にする航空輸送技術の構成要素の 1つである
と位置づける．したがって，本研究は，需要側からみ

た空港運営の効率性に着目する．

(2) わが国の空港管理制度

わが国の空港管理制度では，空港は，1956年に施行
された空港整備法において 3つの空港区分に分類され，
整備が行われてきた．しかし，空港の数の増加や地方

空港への国際線就航の増加に伴って，空港の新規建設

を中心的な目的として制定された空港整備法は，2008
年 6月に空港法と名前を変え，改正が行われた．その
結果，わが国の空港は，「拠点空港」，「地方管理空港」，

「自衛隊共用空港」の 3つに分類された．このうち，拠
点空港は，独立した企業体が管理主体となる「会社管

理空港」，国が管理主体となる「国管理空港」，地方行

政団体が管理主体となる「特定地方管理空港」の 3種
類に分類されている．しかし，国の負担や補助につい

て定めた「空港整備特別会計法」が改正されておらず，

拠点空港の区分は，従来の空港整備法における区分を

基本的に踏襲している1)．空港整備特別会計法は，国が

設置する空港を対象として，その歳入をプールし，全国

の空港へ配分する仕組みが定められている．その結果，

羽田空港や大阪空港，その他，第 2種の国管理空港の
歳入が地方空港への整備費へ充当されてきた．このよ

うな，内部補助の合理性は，「空港は単独ではなくネッ

トワークを形成してはじめて機能するものである．」と
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いう考え方を基礎としている1)．従来の空港整備特別会

計法の理念は，ネットワークを通じた複数空港間の補

完性に配慮した仕組みである．

しかし，空港の数が増加し，国内においてもHS型の
航空ネットワークが充実してきた現在，従来型の空港

整備を目的とした制度を踏襲している空港法の下では，

必ずしも航空ネットワークをより効果的に運営するた

めの仕組みとして適切なものであるとは言いがたい．空

港整備特別会計法の収益プール制度の下では，国全体

の国管理空港の歳入がプールされており，内部補助が

機能する．しかし，内部補助は，外部性の内部化のた

めのシステムとしては有効に機能するものの，補助を

受け取る空港では，空港をより有効な形で管理運営を

行うための努力を怠るというモラルハザードが生じる

危険性をはらんでいる．HS型ネットワークが形成され
てきた現在，例えば，沖縄地域の空港管理勘定と北海

道地域の空港管理勘定が，同じ会計勘定として扱われ

るような場合には，地域ごとの空港管理に対する財務

上の責任が不透明になる．また，空港整備特別会計法

は，基本的には，空港の整備費用の負担を定めたもの

である．空港の整備費用の負担は，空港整備が活発に

行われていた時代に定められたものである．航空輸送

市場を取り巻く環境が変化した現在，整備された空港

をより有効に活かすための仕組みへと柔軟に改革して

いく必要がある．

(3) 派生需要としての交通

空港の利用者を増加させるためには，空港の運営者

だけの努力では不十分である．無論，空港のオペレー

ションの効率性を向上させ利便性を向上させることに

よって，空港の利用者拡大につながるケースはある．し

かし，航空輸送サービスの利用者は，航空輸送サービ

スそのものを目的として，空港や航空機を利用してい

るわけでない．航空輸送サービスを利用し移動するこ

とにより獲得できる財やサービスの消費が，航空輸送

利用者の本来の目的である．すなわち，航空旅客需要

は，その他の交通需要と同様に派生需要である．した

がって，空港の利用者数を増加させるためには，その

空港を利用しなければ得ることができない財やサービ

スの拡充が必要である．一方で，財やサービスを提供

する側も，航空輸送に伴う旅行者への負担を軽減する

ことによって，より多くの需要を期待できる．このよ

うに，航空輸送需要と，交通需要をもたらす根源的な

需要との間には，補完的関係が存在する．この事実は，

空港管理者が，その土地の観光産業とタイアップした

企画を行ったりするケースが珍しくないという事実に

よっても示唆される．

わが国では，各県に少なくとも 1つの空港が整備さ

れている上，航空業界の規制緩和も進み，航空輸送は

年々充実している．一方で，わが国の人口分布を見る

と，大都市圏への人口集中傾向は継続している．地方部

の人口減少は，これまでの空港整備の価値を毀損する

ものとなりうる．航空輸送によって，われわれは，多く

の都市へ便利にアクセスすることが可能になった．航

空輸送は，国民がわが国の国土のさまざまな土地を訪

れ，地方部における価値の創出に資する方策を採用し

ない限り，結果的に，航空産業の価値は減退していく

可能性がある．このように，空港管理運営に関わる制

度は，航空輸送によって可能になる根源的な商取引の

価値の向上に資するものでなければならない．

(4) 本研究の目的

以上の問題意識に基づき，本研究では，１）HS型航
空ネットワークにおけるハブ空港とスポーク空港の補

完的関係，２）空港とその土地でしか消費できない財

やサービスの補完的関係の 2つを考慮して，空港運営
権の効率的配分問題を考える．特に，本研究では，HS
型航空ネットワークを介して帰着する外部経済性の存

在に着目している．したがって，分析の論点は必然的

に，HS型航空ネットワークを介して，異なる地域に帰
着する経済的便益に着目する．そのため，空港運営権

の潜在的所有者として，HS型ネットワークがカバーす
る地域における地方政府を想定する．空港の運営権者

は，航空旅客需要に影響を与える空港課金額（航空会社

からの着陸料あるいは旅客からの空港施設利用料）を

決定する．その上で，ハブ空港およびスポーク空港の

運営権を，いずれの地方政府に付与するかを検討する．

なお，Oum等が指摘しているように，HS型の航空ネッ
トワークにおける単独空港の民営化は，本研究が前提

とする世界でも，厚生損失をもたらす．したがって，本

研究では，空港運営権の官民配分の問題を対象とはせ

ず，運営権配分の地域間配分の問題に焦点を絞る．

3. 基本モデル

(1) モデルの前提条件

図-1に示すように，ある 1つのHS型航空ネットワー
クでカバーされる地域（地域 I)とそれ以外の地域（地
域 O）の 2地域によって構成される世界を考える．地
域 Iは，ハブ空港を最寄りの空港とする都市 Hと，ス
ポーク空港を最寄りの空港とする都市 Sの 2都市で構
成される．地域 Oと地域 Iとの間は，航空輸送のみに
よって移動可能である．地域 Oには，潜在的航空利用
者である家計が居住しており，地域 Iと地域 Oとの間
には，地域 Oから地域 Iへ向かう航空旅客のみが存在
する．都市 Sにはスポーク空港しか存在しないため，都
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地域 O

地域 I

都市 H

ハブ空港

都市 S

スポーク空港

土地特殊財

H

土地特殊財

S

xH+ xS

xH

xS

xS

図–1 モデルの概要

市 Sへ行くためには，必ず都市 Hに位置するハブ空港
で乗り継ぐ必要がある．本研究では，対象地域（地域 I）
へのインバウンド旅客が支配的である場合を想定して

おり，地域 Iから地域 Oへの旅客需要は無視できるほ
どに小さく，本モデルでは 0と仮定する．都市 Hおよ
び都市 Sでは，それぞれ土地特殊的な財あるいはサー
ビス（以下，土地特殊財）のみ生産されている．土地特

殊財とは，景勝地や郷土料理のように，その土地を訪

れないと消費できない財・サービスである．以下，都市

i (i = H, S )で生産される土地特殊財を財 iと呼ぶ．地域

Oに居住する家計は，都市 Hあるいは都市 Sにおける
土地特殊財を 1単位消費するために，都市 Hあるいは
都市 Oに旅行する．このとき，都市 iへの旅行者数は，

財 iの消費量に等しくなる．地域 Oに居住する家計の
集計的効用関数を次の CES型効用関数

u(xH , xS ) = (xρH + aS xρS )1/ρ (1)

により定義する．ただし，xi (i = H, S )は，土地特殊財
iの集計的消費量を表す．aS は，土地特殊財 Sの土地特
殊財 Hに対する相対的魅力度を表すパラメーターであ
り，aS が大きいほど，土地特殊財 Sを消費することに
よって得られる効用水準が高くなる．また，ρ ∈ (0, 1)
は，土地特殊財 Hと Sの差別化の程度を表すパラメー
ターである．ρが 1に近いほど，2つの土地特殊財の差
別化の程度は小さく，0に近いほど差別化の程度は大き
くなる．

都市 Hおよび都市 Sは，それぞれ単一の地方政府に
より管轄されている．都市 Hおよび都市 Sには，それ
ぞれ土地特殊財を生産する企業が立地している．本モ

デルでは，同一都市内における企業間競争は捨象し，土

地特殊財を生産する企業は，各都市に 1つだけ存在し

ている場合を考える．都市 Sの土地特殊財企業は，土地
特殊財 Sの魅力度 aS を高めるための投資を実施する．

魅力度を決定する投資は，生産技術ではなく，消費者

行動に影響を与えることに注意しよう．土地特殊財企

業 Sの生産技術は収穫一定であり，費用関数を

CS (xS ) = cS xS (2)

と定義する．都市 Hの規模は，都市 Sの規模と比べて
十分に大きく，土地特殊財 Hの魅力度および財の価格
は外生的に与えられる．土地特殊財企業が，土地特殊

財 S の魅力度 aS を達成するために必要な投資費用を

d(aS ) = aS とする．

航空企業は，地域 Oと都市 Hを結ぶ路線（路線 H）
と都市 Hと都市 Sを結ぶ路線（路線 S）の 2路線を運
行する．本研究では，航空輸送における規模の経済性

の効果を捨象するために，路線 i (i = H, S )の航空サー
ビス提供に要する費用を，収穫一定の費用関数

Di(vi) = divi (3)

で定義する．viは路線 iの旅客数を，wiは路線 iにおけ

る 1旅客あたりの限界費用を表す．路線 H，路線 Sと
もに，航空輸送市場は完全競争的である．したがって，

航空企業が提示する 1旅客あたりの運賃は，1旅客あ
たりの限界費用と等しく設定され，航空企業の利潤は

0である．

空港の費用関数 E(z)は，収穫一定技術

E(z) = cAz (4)

を仮定する．zは，空港の利用者数，cAは空港利用者 1
人あたりの限界費用である．空港の運営権者は，旅客

の空港使用に対して課金する権利を有する．ハブ空港

における 1旅客あたりの課金額を qH，スポーク空港に

おける 1旅客あたりの課金額を qS と表す．

(2) 空港所有レジーム

本研究では，ハブ空港とスポーク空港で構成される

航空ネットワークにおける所有レジームとして，次の

レジームを対象として，地域 I全体の厚生が最も高くな
るような空港所有レジームを明らかにする．スポーク

空港に対しては，次の 2つのレジームを対象とする．

スポーク空港－H政府所有　スポーク空港の運営権者
は，空港運営から得られる利潤の最大化を目的として，

空港の課金額 qS を設定する．得られた利潤は地域Oに
帰着する．

スポーク空港－ S政府所有　スポーク空港は，都市 S
を管轄する地方政府が所有する．地方政府は，空港課

金額を qS = 0に設定する．空港運営費用は，企業 Sか
ら法人税として徴収する．
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また，ハブ空港に対しては，次の 3つの所有レジー
ムを対象とする．

ハブ空港－H政府所有　ハブ空港は，都市Hを管轄す
る地方政府が所有する．このとき，H政府は，空港課
金額を qS = 0に設定する．空港運営費用は，企業Hか
ら法人税として徴収する．

ハブ空港－ S政府所有　ハブ空港は，都市 Sを管轄す
る地方政府が所有する．S政府は，空港運営から得られ
る利潤の最大化を目的として，ハブ空港の課金額 qH を

設定する．ハブ空港の運営から得られた利潤は，都市

Sの企業 Sに分配される．

ハブ空港－HS政府共同所有　ハブ空港は，H政府と S
政府が所有する．両政府が所有する合弁会社は，空港

運営から得られる利潤の最大化を目的として，ハブ空

港の課金額 qH を設定する．ハブ空港の運営から得られ

た利潤は，都市 Hへの旅客数と都市 Sへの旅客数に応
じて，比例的に分配する．

各経済主体の意思決定は，以下の時間的順序関係に

従う．１）土地特殊財企業 Sが土地特殊財 Sの相対的
魅力度を決める投資を行う．２）空港の運営権者が，1
旅客あたりの空港課金額を決定する．３）地域特殊財

企業が財の価格を決定する．４）地域 Oに居住する家
計が土地特殊財の消費量を決定する．

(3) 家計の行動

地域Oに居住する家計の土地特殊財購入行動に派生し
て，航空旅客需要が決まる．ハブ空港およびスポーク空

港の空港課金額 qH , qS を所与とする．家計が都市 Sまで
行くためには，必ずハブ空港を経由する必要がある．財

iの価格を pi (i = H, S )と表す．家計が都市Hに行き，財
Hを1単位消費するのに要する費用は pH+qH+wH(= PH)
である．一方，都市 Sに行き，財 Sを 1単位消費する
ために必要な費用は，pS + qH + wH + qS + wS (= PS )と
なる．地域Oに居住する家計の地域特殊財消費行動は，
次の集計的効用最大化として定式化できる．

max
xH ,xS

u(xH , xS )

s.t. PH xH + PS xS = m

と定式化できる．mは地域 Oに居住する家計の集計的
所得である．以上の効用最大化問題から，条件付き需

要関数は，

xH(PH , PS ) =
(PH/aH)r−1m

(PH/aH)r + (PS /aS )r (5)

xS (PH , PS ) =
(PS /aS )r−1m

(PH/aH)r + (PS /aS )r (6)

と導出できる．ただし，

r =
ρ

ρ − 1
(7)

である．

(4) 企業 Sの行動

以上の家計行動を所与として，企業 Sの財価格設定
行動を分析しよう．企業の利潤関数は，スポーク空港

の所有レジームに依存する．

a) スポーク空港－外部所有

スポーク空港の運営権が都市 Sの地方政府以外の外
部主体によって所有される場合，企業 Sの利潤 π1

S は，

π1
S = (pS − cS )xS (pS ; qS , pH , qH) (8)

と表すことができる．企業 Sは，利潤最大化を目的と
して，財 Sの価格 pS を決定する．このとき，スポーク

空港の空港課金額 qS は外生的な変数と見なされる．企

業 Sの利潤最大化行動は，

max
pS
πS (9)

と表される．ここで，財 Hと財 Sの間の価格交叉効果
は無視できるものとし，pH あるいは PS の微小変化に

対して Pr
H + (PS /aS )rは不変であると仮定する．このと

き，利潤最大化行動の 1階条件式から，

p∗S =
cS

ρ
(10)

と導くことができる．このとき，企業 Sが獲得する利
潤は，

π1
S =

(
1
ρ
− 1

)
cS x∗S (11)

である．

b) スポーク空港－地方政府所有

スポーク空港が地方政府によって所有される場合，空

港の課金額は qS = 0である．スポーク空港の利用者数
は，財 Sの条件付き需要 xS (pS ; qS , pH , qH)に一致する．
したがって，空港の運営費用は，cAxS (pS ; qS , pH , qH)と
なる．空港の運営費用は，法人税を通じて，企業 Sが
負担する．したがって，地方政府所有レジームの下で，

企業 Sの利潤 π2
S は，

π2
S = (pS − cS − cA)xS (pS ; qS , pH , qH) (12)

と表される．外部所有レジームの分析と同様に，財 H
と財 Sの価格交叉効果を無視できると考えると，企業
Sの利潤最大化の一階条件式から，

p∗s =
cS + cA

ρ
(13)

と導くことができる．
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(5) 空港の行動

a) H政府所有外部所有
スポーク空港の運営権が H政府によって所有されて

いる場合，空港課金額は，空港運営から得られる利潤

の最大化を目的として設定される．外部所有レジーム

の下での，スポーク空港の利潤 ϕ1
S は，

ϕ1
S = (qS − cA)xS (pS ; qS , pH , qH) (14)

と表される．財 Hと財 Sの価格交叉効果を無視できる
場合，利潤最大化の 1階条件から

q∗s =
cA

ρ
(15)

を導くことができる．

このとき，企業 Sが獲得する利潤は，

π1
S =

(
1
ρ
− 1

)
cS x∗S (16)

である．

b) 地方政府所有

スポーク空港の運営権が都市 Sの地方政府によって
所有される場合には，空港の課金額は qS = 0に設定さ
れる．このとき，空港の運営費用は，会計上の収支が

バランスする水準で徴収される，都市 Sにおける企業
から法人税によってまかなわる．

(6) 魅力向上投資

以上の分析から，H政府がスポーク空港を所有する
場合，企業 Sが獲得する利潤は，

π1
S =

(
1
ρ
− 1

)
cS x∗S (17)

である．ただし，

x∗S = xS (PH , PS ) =
(PS /aS )r−1m

(PH/aH)r + (PS /aS )r (18)

PS = qH + wH + wS +

(
1
ρ
− 1

)
(cS + cA) (19)

である．なお，ここまでの分析では，qH は外生変数と

して扱われている．一方，S政府がスポーク空港を所有
する場合，企業 Sが獲得する利潤は，

π2
S =

(
1
ρ
− 1

)
(cS + cA)x∗S (20)

である．以上の行動を所与として，企業 Sは，利潤最
大化を目的として，財 Sの魅力度を決定する投資レベ
ル aS を選択する．このとき，

dπ1
S

daS
<

dπ2
S

daS
(21)

が成立する．すなわち，企業 Sによる魅力向上投資の
限界利潤は，スポーク空港が S政府により運営されて
いる場合の方が大きくなる．また，スポーク空港が S
政府に所有されている場合の方が，H政府に所有され
ている場合と比較して，投資水準は高くなる．以上の

表–1 各所有レジームの下での魅力向上投資の限界便益

企業 H 企業 S

H政府所有 1−ρ
ρ

(cH + cA) 1−ρ
ρ

(cS + cA)

S政府所有 1−ρ
ρ

cH
1−ρ
ρ

(cH + 2cA)

HS共同所有 1−ρ
ρ

(cH + cA) 1−ρ
ρ

(cS + 2cA)

分析結果から，次の命題 1が得られる．

命題 1　スポーク空港の運営権は，H政府より，S政府
によって所有されている方が望ましい．

(7) ハブ空港の効率的所有レジーム

次に，ハブ空港の効率的所有レジームを分析するた

めに，財 Hの魅力度を表すパラメータも内生変数とし
て，次のような家計の効用関数を仮定する．

u(xH , xS ) = (aH xρH + aS xρS )1/ρ (22)

上記の分析と同様に，ハブ空港の各所有レジーム（H政
府所有，S政府所有，HS政府共同所有）の下での限界
便益を整理すると，表-1が得られる．以上の分析から，
次の命題 2が得られる．

命題 2　ハブ空港の運営権は，H政府と S政府による
共同所有される場合が最も望ましい．

4. おわりに

本研究では，１）HS型航空ネットワークにおけるハ
ブ空港とスポーク空港の補完的関係，２）空港とその

土地でしか消費できない財やサービスの補完的関係の

2つを考慮し，地域間における空港運営権の効率的配分
問題を分析した．その結果，スポーク空港は，その空港

がカバーする圏域を管轄する地方政府によって運営さ

れるのが望ましいことを指摘した．また，ハブ空港に

おいては，ハブ空港がカバーする圏域の地方政府だけ

ではなく，ハブ空港とつながっているスポーク空港の圏

域を管轄する地方政府によっても運営されるのが望ま

しいことを示した．航空旅客需要を派生需要と見れば，

航空政策は，交通を通じて実現する商取引の価値を向

上させるような貢献が求められる．仮に，スポーク空

港が，地域にとって外部のものに運営されれば，その

土地の財やサービスの交換によって発生した生産者余

剰の一部が，外部に流出する．空港運営権を外部者に

付与すれば，地域で生み出された価値の一部が生産者

に帰着せず，結果的にその土地で生み出される財・サー

ビスの価値を高めるインセンティブが損なわれる．ま

た，HS型航空ネットワークの下では，スポーク空港を
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有する地域への旅行者は，スポーク空港だけではなく，

ハブ空港でも空港課金が発生する．ハブ空港の旅客需

要の一部が，スポーク空港への旅客であることを鑑み

れば，ハブ空港で獲得できる収益の一部をスポーク空

港の管轄地域へ配分することによって，旅行需要を喚

起する潜在的生産者へ生産者余剰を還元することが可

能になることが示された．
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